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１ 処分の内容

区 分 概 要 所 属 処分者数 処分量定

行為者 無許可専従行為者 神奈川労働局 人 減給２月

総務部総務課 ２ （2/10）

管理者 適正な労使関係を構築す 神奈川労働局 人 減給２月

無 る責任を有する者 総務部長 ２ １ （2/10）〔 〕

許 （１）

可

専 総務部長を補助する者で 神奈川労働局 人 減給２月

従 あり、かつ、行為者の直 総務部総務課 １ （2/10）

行 属の上司 長 （２）

為

の 総務部長及び総務課長を 神奈川労働局 人 減給１月

（ ）黙 補助する者 総務部総務課 ２ 1/10

認 人事計画官 （１）

不適正な労使関係の防止に対 神奈川労働局 人 減給２月

（ ）する指導監督責任者 長 ０ 2/10

（３）

人

計 ７

（７）

※ 処分者数欄の（ ）内の数は、既に退職しており処分できない者の人数

であり外数。

また 〔 〕内の数は、現在、団体出向中のため、復職時に処分予定で、

ある者の人数であり、処分者数２名のうちの内数。

なお、所属はそれぞれ当時のもの。

２ 退職者に係る自主返納

、 、処分事由に該当するが 既に退職しているため処分できない者に対しては

処分を受けたとした場合の給与減額相当分について自主返納を求める。
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３ 無許可専従行為者に係る給与の返納について

、 、 （ ）無許可専従行為者に対し 給与の返還を求める額は 約１５５０万円 ※

であり、これに係る利息相当額と併せて返納を求める。

（※）無許可専従行為者に支払われた給与の総額（約１９００万円）から、一

部本来業務等を行っていた部分に係る給与の額（約３５０万円）を除いた

額。

４ 再発防止策について

別紙１のような再発防止策を講じ、二度とこのような事態が生じないよう

徹底する。

５ 無許可専従が生じた要因

別紙２のように、無許可専従が生じた要因は、当時、①行為者において、

様々な問題に対し職員団体の意見を反映させることに著しく重点が置かれ、

勤務時間中においても職員団体の活動に専念してしまったこと、②管理者に

おいて、職員管理が極めて不十分であり、行為者の専従行為を是正するまで

に時間を要してしまったこと、と考えられる。
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（ ）別紙１

再発防止策について

１ 全国労働局長会議（本年１０月７日開催）における職員管理の徹底

全国労働局長会議において、労働局管理者はもとより、労働基準監督署及

び公共職業安定所の管理者に対し職員管理の徹底を図ることを指示した。

２ 「都道府県労働局法令遵守要綱」の策定

平成１８年１１月１０日に策定した「都道府県労働局不正経理等防止対策

要綱」を見直し 「都道府県労働局法令遵守要綱」を策定（平成２０年１２、

月１９日付け通知）し、当該要綱に「職員管理の徹底」として次の内容を盛

り込んだ。

（１）交渉を行う場合、国家公務員法に基づき適正に行うこと。

（２）短期専従及び職務専念義務免除に関する処理について、人事院規則によ

り適正に行うこと。

（３）交渉が行われた場合は、交渉内容の議事概要をホームページに公開する

こと。

３ 内部点検及び検証

上記要綱に定める事項を点検するため「法令遵守チェックリスト」に職員

管理の徹底についての項目を設け、各年度、各都道府県労働局は実施状況の

点検を行い、労働局長が検証を行うとともに、本省に報告を行うこととさせ

る。

本省においては、その検証結果を地方支分部局法令遵守委員会に報告し、

当該取組みについての評価を行い、ホームページ上に公表する。

４ 内部通報制度の活用

内部通報制度の周知を引き続き図ることとし、新たな情報が寄せられた場

合には、これまで同様に詳細な調査を行う。
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（別紙２）

無許可専従が生じた要因等について

１ 平成１５年度及び１６年度

（１）要因

平成１５年度及び１６年度当時、全労働省労働組合神奈川支部書記長で

あった職員（以下「行為者Ａ」とする）は、書記長経験を重ねてきたこと

もあり、各種の事項に対し職員団体の意見を反映させるため、当局側に対

して逐一協議を求め、当局側と協議、話し合いの多くを勤務時間中に行う

とともに、これらの準備のために多くの時間を要し、結果的に自らの職務

をおろそかにし、職員団体の活動に専念してしまったと考えられる。

これに対して管理者は、国家公務員法に基づく適法な交渉かどうかの整

理を行うことなく、安易に勤務時間中に対応するなど職員管理が極めて不

十分であったことから、その迅速な是正が図られなかったものと考えられ

る。

（２）是正

平成１７年４月に行為者Ａを課内の別のＸ係に異動させるとともに、行

為者Ａに対し、職務を適正に行うよう管理者が指示し是正させた。

２ 平成１８年度

（１）要因

平成１８年度当時 全労働省労働組合神奈川支部書記長であった職員 以、 （

下「行為者Ｂ」とする）は、平成１８年４月に行為者Ａと同じＸ係に異動

したが、行為者Ｂは職員団体役員としての経験が浅いこともあり、当時、

様々な諸問題に対して逐一職員団体としての意見を反映させるため、当局

への対応やその準備に多くの時間を要し、結果的に自らの職務をおろそか

にし、職員団体の活動に専念してしまったものと考えられる。

これに対して、管理者は、①平成１８年度前半において不正経理事案へ

の対応に負われており、職員管理が極めて不十分であったこと、②行為者

Ａと同じＸ係に配置し、業務は適正に行われているという思いから行為者

Ｂに対して目が行き届かなかったこと、から迅速な是正が図られなかった

ものと考えられる。

（２）是正

平成１９年４月に、行為者ＢをＹ係に異動させるとともに、行為者Ｂに

対し職務を適正に行うよう管理者より指示するほか、管理職において職員

管理を徹底し、平成１９年４月以降無許可専従は生じていない。
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都道府県労働局における無許可専従に関する調査結果（概要）

平成２０年９月１９日

厚生労働省大臣官房地方課

１ 調査体制

○ 総務省からの指示を受け、都道府県労働局における無許可専従の有無を

明らかにするため、管理者調査、関係書類調査及び上司・同僚等への聴

き取り調査を本年５月～８月にかけ集中的に実施した。

○ 外部委員（弁護士及び公認会計士）３名の参画する「地方支分部局法令

」 、 、 。遵守委員会 において 調査手法等調査全般について検討の上 実施した

○ 関係職員のヒアリング等調査の実施については、本省大臣官房地方課地

方支分部局法令遵守室員等が担当した。

２ 調査対象期間

平成１０年４月１日～平成２０年５月１日

３ 調査結果

○ 神奈川労働局の２名の職員について「無許可専従」が行われていたもの

と認めることが適当である。

理由：① 関係書類調査において「起案又は押印した決裁文書や出張が

ないこと」

② 当該職員の管理者、上司及び同僚に対する聴き取り調査にお

、「 」 、いて 明らかに無許可専従に該当する 旨の回答がある一方

「該当しない」旨の回答がないこと

③ 本人は否定しているが理由に裏付けがないこと

から 「無許可専従」にあたると判断。、

○ 無許可専従が行われていたと認められる職員

総務部職員１名（平成１５年度～１６年度）

総務部職員１名（平成１８年度）

※ いずれも当時、全労働省労働組合神奈川支部書記長。また、組合事務

所が総務部の入居するビル内にあった。

４ 今後の対応

今回の調査で明らかになった「無許可専従」に係る行為者等について、三

ヶ月以内を目途に国家公務員法に基づく懲戒処分等を行う。併せて、会計法

に基づき給与の返還請求を行う。


